
 
 

 
中国における新個⼈所得税法施⾏による外国⼈納税者への影響 

 
概況 
 
  2018年8⽉31⽇に中国全国⼈⺠代表⼤会常務委員会において可決された新個⼈所得税
法（2019年1⽉1⽇施⾏）に関し、中華⼈⺠共和国個⼈所得税法の施⾏に関する規定（以下、
“施⾏規定”）、ならび個⼈所得税法の追加控除の保全措置（以下、“追加控除措置”）が国務
院により発表された。 
 
  中国本⼟で就労する外国⼈の個⼈所得税へ影響を与えうる施⾏規定ならび追加控除措
置の主な項⽬は、以下の通りである； 
 
居住者個⼈と⾮居住者個⼈との違い 
 

 居住者として⾒なされる個⼈は、中国本⼟に居住住所を有する者、あるいは中国本⼟に
居住住所を有していなくとも、課税年度における中国本⼟内での滞在⽇数が183⽇以上に達
する者を指す。⼀⽅、中国本⼟に居住住所を有さず、且つ中国本⼟での滞在⽇数が183⽇未
満である場合、⾮居住者として⾒なされる。 
 

居住者である個⼈の個⼈所得税の算出において、給与と賃⾦は、労務報酬、著作収⼊お
よび特許権使⽤による収⼊と合わせて包括的所得として統⼀される。納税者は毎⽉、暫定額
として算出された個⼈所得税を⽀払い、最終確定納税額が暫定納税額の合計と異なる場合、
あるいは納税者の総収⼊額が複数の種類からなる場合、翌年の 3 ⽉から 6 ⽉までに年次の最
終査定を実施する必要がある。総合所得の年次課税対象⾦額は、年度収⼊額から基本控除額
の 60,000 ⼈⺠元、特別控除（社会保障費⽤と住宅積⽴⾦）、追加控除及びその他控除項⽬
が差し引かれる。  

 
⾮居住者の個⼈については、給与と賃⾦、労務報酬、著作収⼊および特許権使⽤による

収⼊を、収⼊の種類別に、⽉毎に算出し、給与と賃⾦からなる⽉額課税対象⾦額においては、
受取額から基本控除額の 5,000 ⼈⺠元が差し引かれる。 
 
6 年ルール 

 
もし、個⼈が中国本⼟に居住住所を有さず、且つ、中国本⼟での各課税年度における滞

在⽇数が累計 183 ⽇を超える年度が連続 6 年に満たない場合、当該個⼈が中国本⼟外を源
泉とし、海外の企業や個⼈により⽀払われる収⼊に対する個⼈所得は免除されうる。また個
⼈が 1 年度内に連続 30 ⽇間以上中国本⼟から出国滞在してから再⼊国する場合、再⼊国の
時点で累計連続居住年数が最初から数え直される。 

 
追加控除の規定 
 
    追加控除申請における基準に関して、下記の通り要約する。  
 

(1) ⼦⼥教育 
 
  学校教育（⼩中義務教育から⼤学院教育までの教育を指す）、もしくは就学前



教育（満３歳から⼩学校⼊学前に受ける教育を指す）に該当する⼦⼥がいる場合は、
⼦⼥⼀⼈あたり毎⽉ 1,000 ⼈⺠元を控除申請することができる。当該控除は、中国
本⼟及び海外で受ける教育にも適⽤可能である。 

 
教育を受ける⼦⼥の⽗⺟は各⾃の個⼈所得税申告において 50％ずつ控除申請

をするか、もしくはいずれか⼀⽅が 100％の控除申請するかを選択することができ
る。 

 
(2) 継続教育 

 
  納税者が中国本⼟にて学業の継続教育を受けている場合、当期間において毎⽉
400 ⼈⺠元を控除申請することができる。 
 

納税者が技能⼈員及び専⾨技術者になるための継続教育を受ける場合、職業資
格を取得した年度において 3,600 ⼈⺠元を控除申請することができる。 

 
 

(3) 重病の医療費 
 

  課税年度において、納税者、その配偶者またはその未成年の⼦⼥の重病治療の
ために、「基本医療保険適⽤医薬品リスト」に含まれている薬品の医療費⾃⼰負担額
が 15,000 ⼈⺠元を超えた場合、15,000 ⼈⺠元を超えた部分の医療費については、 納
税者の実費に基づき、年間 80,000 ⼈⺠元を上限として納税者の年度確定申告の際に
控除申請することができる。 
 
  納税者は、関連する医療費の請求書および医療保険払い戻し請求書の原本、ま
たはコピーの記録を保管することが求められる。 
 

(4) 住宅ローンの利⼦ 
 
  納税者またはその配偶者の初めて購⼊した居住⽤不動産に対するローンの利⼦
⽀出（商業ローンまたは積⽴⾦ローン）について、納税者またはその配偶者による
ローン返済期間中、⽉額 1,000 ⼈⺠元を控除申請することができる。 
 
  納税者とその配偶者が、結婚前に各⾃初めて購⼊した居住⽤不動産を有してい
る場合は、⽉額の控除額（1,000 ⼈⺠元）を夫婦のいずれか⼀⽅が全額申請するか、
あるいは各⾃で 50％ずつ（500 ⼈⺠元）控除申請するかを選択することができる。 

 
(5) 住宅家賃 

 
    納税者および納税者の配偶者が住宅不動産を所有せず、就労する都市で住宅を
賃貸し、賃貸⽀出がある場合、就労都市の規模に応じて、⽉額 1,500 ⼈⺠元、1,100
⼈⺠元、あるいは 800 ⼈⺠元を控除申請することができる。住宅家賃の控除は、住
宅賃貸契約書の署名を⾏った賃借⼈が申請すべきである。なお、夫婦で同じ課税年
度において、住宅家賃と住宅ローン⾦利の両⽅を同時に控除申請することはできな
い。 
 
 



(6) ⾼齢者扶養費 
 
  ⼦⼥のいない納税者が、60 歳またはそれ以上の両親、あるいは祖⽗⺟を扶養し
ている場合、納税者が⼀⼈っ⼦であれば毎⽉ 2,000 ⼈⺠元の控除申請ができる。兄
弟姉妹のいる納税者である場合は、2,000 ⼈⺠元の控除を兄弟姉妹で分けることと
なる。なお、各納税者の控除請求額は 1,000 ⼈⺠元を超えてはならない。扶養対象
の⾼齢者の⼈数に関わらず控除額は⼀定であり、その⾼齢者は必ずしも中国本⼟に
居住している必要はない。 

 
また、税務上の中国本⼟居住者とされる外国籍個⼈に対する移⾏措置として、上記の

今回新たに追加された個⼈所得税控除規定による控除、あるいは従来の⾮現⾦による住
宅補助、⾔語訓練費⽤、⼦⼥教育費などの補助に対する免税優遇措置のいずれかを選択
することができる。ただし同時に両者の優遇を受けることはできない。この措置の選択
については⼀回のみ選択でき、⼀納税期間中での選択の変更はできない。この移⾏措置
期間は、2019 年 1 ⽉ 1 ⽇から 2021 年 12 ⽉ 31 ⽇までであり、2022 年 1 ⽉ 1 ⽇以降は
従来の⾮現⾦補助に対する免税優遇措置は適⽤できなくなる。 

 
 

上述の内容に関し、何か不明な点等ございましたら、⻘葉ビジネスコンサルティング
(852) 2850‒8990/(86)3878-5115（各担当者宛）までお気軽にお問い合わせください。 
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